
決算書掲載頁　P217

不登校、いじめ、問題行動などの解決を図る。
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細事業：教育相談センター事業 02事業
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1

直営 平成8年度

児童・生徒及び保護者

相談体制の充実。
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対
象
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教育相談により、教育上の問題を解決する。
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登校できなくなっている児童・生徒の学校復帰。
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細事業：適応指導教室事業 03事業
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3

直営 平成8年度

児童・生徒及び保護者

不登校になる前の段階での指導・相談についても各学校を通じて連携を図りながら進めていく。
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対
象
者

適応指導教室に通う不登校児童・生徒が登校できるようになる。
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一人あたり

世帯あたり 143
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細事業：教育相談センター事業                    

１．教育相談センター 

問題行動や不登校等が全国的に増加する中で、これら諸問題の解決を図り、青少年の健全育成に資するため、

専門相談員を配置し教育相談センターの運営を行った。 

＜相談方法＞ 

電 話 来 談 合 計 

延べ46回 延べ20回 延べ66回 

＜相談対象件数＞ 

幼児 小学生 中学生 高校生 その他 合  計 

0件 延べ13件 延べ27件 延べ15件 延べ11件 延べ66件 

＜相談内容回数＞ 

不登校 いじめ けんか 校内暴力 家庭内暴力 学 習 
合 計 

延べ30回 延べ4回 0回 0回 0回 延べ0回 

進 路 友人関係 異性関係 生活全般 生活指導 その他 
延べ66回 

0 回 3回 0回 延べ6回 延べ3回 延べ20回 

青少年の進路選択支援にかかる相談事業は、河内長野市人権協会に委託し実施した。 

 

細事業：適応指導教室事業                      

１．適応指導教室 

不登校児童・生徒のために、適応指導教室（ゆう☆ゆうスペース）を開設し、学校復帰ができるよう援助し、３

名が学校復帰した。 

 


